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【調査の概要】 

○調査の目的： 本調査は、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災の被災経験を踏

まえて策定された『東京緊急対策 2011』（平成 23 年 5 月）において、【マ

ンションの耐震化促進に向けた取組】が掲げられたことを受け、今後の

マンション耐震化施策の推進に向け実態を把握するため実施した。 

本調査により把握された個々のマンションデータは、今後、地元区市町

と連携しながら、耐震化の促進を始め、管理の適正化、円滑な建替えの

誘導などのマンション施策に、基礎情報として幅広く活用していく。 

 

 

○調 査 対 象： 都内の全ての分譲マンション及び賃貸マンションを対象としている。本調

査における分譲マンション及び賃貸マンションの定義は以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○調 査 時 点： 平成 23 年 8 月 1 日 

 

 

○調査対象の抽出： 都が所有するマンションデータ、住宅地図データ、登記簿謄本等の

資料により調査対象マンションを抽出した。 

 

 

○調 査 主 体： 東京都都市整備局住宅政策推進部マンション課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分譲マンション ： ３階建て以上で、２以上の区分所有者が存在し、

人の居住の用に供する専有部分のあるもの 

賃貸マンション ： ３階建て以上で、個人・法人が所有し、賃貸借の

用に供される住宅が２戸以上あるもの 
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○調 査 方 法： アンケート調査及び現地調査 

・アンケート調査： 分譲マンションについては管理組合宛てに、賃貸マンシ

ョンについてはマンション・オーナー宛てに、それぞれ

アンケート調査表を郵送又は差置きにより配布。 

 配布棟数 回答棟数 回答率 

分譲マンション ５３，２１３棟 ９，０７６棟 １７．１％ 

賃貸マンション ７９，９７５棟 ２５，０７５棟 ３１．４％ 

合計 １３３，１８８棟 ３４，１５１棟 ２５．６％ 

・現地調査： アンケート調査において回答が得られなかったマンションに対

し、現地調査を行い、目視で確認できる項目（ピロティの有無、

管理人室の有無、階数等）を調査。 

○回答者の分布： 
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第Ⅰ章 東京のマンションの概要（全マンション対象） 

１ マンション総数 

 

 

 

 

 

 

     (*) 総棟数に対する総戸数とは、建物戸数が判明しているマンションの平均戸数を計算し、 

総棟数に平均戸数を乗じることにより計算した総戸数である。 

         分譲マンションのうち、建物戸数が判明している棟数は、５０,６２８棟である。 

         賃貸マンションのうち、建物戸数が判明している棟数は、７９,６２２棟である。 

 

２ マンションの建築年 

                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｎ（母数）＝53,213 

ｎ＝79,975 
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賃貸マンション 
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5,000
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棟数 2940 9862 29128 19776 17318 951

～71年 72～81年 82～91年 92～01年 02年～ 不明
2,940 9,862 29,128 19,776 17,318 951 

(棟) 

総棟数
棟あたり
平均戸数

総棟数に
対する総戸数(*)

分譲マンション 53,213 棟 34.7 戸 1,844,413 戸

賃貸マンション 79,975 棟 14.6 戸 1,167,677 戸

合　　計 133,188 棟 22.4 戸 3,012,090 戸

棟当たり 
平均戸数 
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３ マンションの規模（戸数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｎ＝79,975 
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第Ⅱ章 マンションの管理活動の状況（アンケート回答マンション対象） 

 

 

              
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

93.5% 6.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｎ＝7,933 

ｎ＝7,367 

ｎ＝7,360 

11.2% 86.7% 0.9%

0.5% 0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

年に数回 年に１回 数年に１回 開催なし その他

94.1% 5.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｎ＝8,003 

33.9% 25.2% 25.6% 10.4%

3.2% 1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

月に１回 ２ヶ月に１回 数ヶ月に１回

年に１回 ほとんど開催していない 組織無し

(4) 管理規約の有無 

(3) 役員会・理事会の開催状況 

(2) 管理組合総会の開催状況 

(1) 管理組合の有無 

１ 管理体制の状況 

Ⅱ－１ 分譲マンション 

有り 無し

有り 無し
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43.1%
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29.3%

18.6%

16.7%

14.0%

14.0%

12.3%

12.2%

6.1%

3.6%

2.4%

1.8%

1.3%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

マンション管理に無関心な居住者が多い

役員のなり手がいない

防災マニュアルが未整備など
防災面に不安

役員の負担が増大している

居住者に高齢者が増え、
バリアフリー対応が必要

修繕積立金が少なく将来に不安

不特定の人の出入りがあり、防犯面に不安

賃貸住戸が増え、マンション内
秩序が保たれない

管理規約等に生活ルールが
含まれていないなど内容が不十分

長期修繕計画が整備されていない

管理費等の滞納者への対応が不十分

管理組合が機能していない

管理会社が契約通り履行しない

管理費が不適切で管理が十分に行えない

管理会社への委託内容が不明瞭

72.5% 17.7% 6.7%

3.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全部委託 一部委託 管理人雇用 自主管理

ｎ＝7,920 

ｎ＝7,478 

73.4% 14.2% 12.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

居住者全て 賃借人以外 把握していない

ｎ＝7,191 

(3) 居住者名簿の作成状況 

(2) 日常管理の問題 

(1) 管理業務の状況 

２ 日常管理の状況 
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保管している 保管していない わからない

ｎ＝7,977 

ｎ＝7,927 

ｎ＝7,826 

(4) 設計図書の保管状況 

３ 管理費・修繕積立金の状況 

管理費 

修繕積立金 

(万円) 

(万円) 
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77.3% 8.6% 14.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

作成済 作成予定 未作成

ｎ＝7,624 

69.8% 30.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施済 未実施

ｎ＝7,984 

ｎ＝4,294 

４ 長期修繕計画・大規模修繕工事の状況 

(1) 長期修繕計画の有無 

(2) 大規模修繕工事の実施状況 

(3) 大規模修繕工事費用総額 

8.9% 35.0% 22.2% 15.2% 6.7%

1.9%

10.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１００万以内 １００超～５００万円 ５００超～１０００万円
１０００超～３０００万円 ３０００超～５０００万円 ５０００超～１億円

１億円超
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82.5% 17.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

個人 法人

25.0%

38.6%

20.5%

18.3%

40.7%

25.0%

6.2%

8.9%

5.0%

5.7%

2.6%

3.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

法人

個人

所有者自身が実施 一部委託 全部委託 仲介業者が対応 借主に委任 その他

55.4% 5.1% 39.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

希望する 希望しない わからない

28.0% 5.8% 66.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

加入済 検討中 未加入

ｎ＝7,530 

ｎ＝22,102 

ｎ＝20,198 

(1) 地震保険への加入 

５ 耐震化への意識等 

(2) 耐震マークの交付 

ｎ＝7,391 

Ⅱ－２ 賃貸マンション 

１ 所有形態 

(1) 所有形態 

２ 日常管理の状況 

(1) 管理業務の状況 
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57.0% 43.0%
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建築確認申請書の保管状況

保管している 保管していない わからない

ｎ＝21,546 

ｎ＝20,793 

ｎ＝20,909 

(2) 日常管理の問題 

(3) 設計図書の保管状況 

３ 大規模修繕工事の状況 

(1) 大規模修繕工事の実施状況 

ｎ＝21,033 

1.8%

5.3%

6.9%

6.9%

7.0%

10.9%

12.4%

13.6%

14.5%

42.6%
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防災面での不安

専門的な知識が必要

不特定人が出入りし防犯面に不安

改修か建替えか判断に困る

管理会社に任せておりわからない

入居者間のトラブル

家賃の滞納者が多い

空室が目立つ
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(2) 大規模修繕工事費用総額 

４ 耐震化への意識等 

(1) 地震保険への加入 

(2) 耐震マークの交付 

11.4% 46.5% 23.8% 14.9%
1.9%

1.0%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100万円以内 100超～500万円 500超～1000万円

1000超～3000万円 3000超～5000万円 5000超～1億円

1億円超

53.2% 4.6% 42.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

加入済 検討中 未加入
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第Ⅲ章 旧耐震基準マンションの耐震化の状況 

１ 旧耐震基準マンションの棟数 

(1) 旧耐震基準マンションの総数 
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賃貸マンション 79,975 棟 12,802 棟

合　　計 133,188 棟 24,694 棟

② 賃貸マンション 

① 分譲マンション 

(2) 地域別の旧耐震基準マンション分布 
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84.4%

(9,553棟)

15.6%

(1,763棟)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ピロティ無し ピロティ有り

分譲マンション 

賃貸マンション 

17.1% 82.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施済 未実施

12.3% 10.3% 6.3% 25.0% 21.4% 17.5% 7.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0 0超～50万円 50超～100万円
100超～300万円 300超～500万円 500超～1000万円
1000万超

ｎ＝11,316 

ｎ＝11,473 

ｎ＝2,322 

ｎ＝252 

93.3%
(10,709棟）

6.7%
(764棟)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ピロティ無し ピロティ有り

２ 旧耐震基準マンションの構造の状況（ピロティの有無） 

Ⅲ－１ 旧耐震分譲マンションの耐震化（アンケート回答マンション対象） 

１ 耐震診断の状況 

(1) 耐震診断の実施状況 

(2) 耐震診断費用 
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改修工事の費用がないため

診断費用がないため

診断に対する関心等が低いため

高齢化のため関心等が低いため

賃貸化のため関心等が低いため

実施方法が分からないため

取りまとめる人がいないため

合意形成が難しいため

相談等できる専門家不足

(4) 耐震診断未実施のマンションにおける耐震診断の検討状況 

20.3% 42.9% 36.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0.3未満 0.3以上0.6未満 0.6以上

11.7% 29.5% 58.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今後実施予定 理事会で検討中 検討していない

ｎ＝182 

ｎ＝1,830 

ｎ＝981 

(3) 耐震診断を実施した結果（Is 値） 

(5) 耐震診断を検討していないマンションにおける実施しない理由 
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③ 設計図書の保管状況別 

20.7%

37.8%

65.9%

69.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

必要性が納得できないため

費用負担ができないため

改修工事費用がないため

資産価値の低下があるため

(6) 診断に反対している者の意見 

ｎ＝82 

(7) 分譲マンションの管理状況別にみた耐震診断実施の有無 

① 管理組合の有無別 

82.0%

96.9%

3.1%

18.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

有り

無し

管

理

組

合

実施済 未実施

ｎ＝2,182 

19.6%

13.4%

8.0%

4.8%

7.3%

75.1%

80.4%

86.6%

92.0%

95.2%

92.7%

24.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

月１回

2ヶ月に１回

数ヶ月に１回

年１回

ほとんど無し

理事会組織無し

理
事
会
・
役
員
会

実施済 未実施

② 役員会・理事会の開催状況別 

ｎ＝2,169 

7.3%

81.2%

92.7%

18.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保管している

保管していない

設

計

図

書

実施済 未実施

ｎ＝1,986 

2 か月に１回 

数か月に１回 
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12.4%

14.0%

16.4%

22.3%

87.6%

86.0%

83.6%

77.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5,000円以下

5,001～10,000円

10,001円～15,000円

15,001円以上

④ 長期修繕計画の作成状況別 

17.4%

7.5%

79.7%

82.6%

92.5%

20.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

作成済

作成予定

未作成

長
期
修
繕
計
画

ｎ＝2,178 

⑤ 修繕積立金の額別 

ｎ＝1,535 

(1) 耐震改修の実施状況 

(2) 耐震改修工事費用 

２ 耐震改修の状況 

5.9% 94.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ｎ＝2,271 

5.4% 15.1% 11.8% 22.6% 20.4% 8.6% 6.5% 9.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0超～100万円 100超～300万円 300超～500万円

500超～1000万円 1000超～3000万円 3000超～5000万円
5000超～1億円 1億円超

ｎ＝93 

実施済 未実施

実施済 未実施

実施済 未実施
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(1) 建替えの検討状況 

３ 建替えの検討状況 

54.9%

41.6%

39.4%

8.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

将来への備え

地震に対する安全性に不安

建物の老朽化が激しく

修繕に要する費用が高いため

居住性に不満

5.0% 6.8% 57.4% 27.3%0.1%

3.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建替え決議成立済 過去に検討した 現在検討中

今後検討予定 当面は改修工事 検討の必要性なし

ｎ＝2,224 

(2) 建替えの検討理由 

ｎ＝315 

58.4%

53.4%

40.9%

34.9%

34.6%

27.9%

26.2%

20.1%

13.4%

10.7%

10.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

高齢者等の対応が難しい

建替えの費用がない

法的な制限により、建物規模が小さくなる

区分所有者が必要性を理解していない

仮住居の確保が困難

法定決議に必要な合意形成が難しい

建替えか改修か技術的な判断ができない

賃貸化の進行により検討が進まない

検討に関する公平性に理解が得られない

検討等を依頼できる専門家がいない

住環境の変化への不安

(3) 建替え検討時の課題 

ｎ＝298 
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(1) 耐震診断の実施状況 

6.8% 93.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施済 未実施

9.8% 28.3% 14.1% 33.7%
7.6%

3.3%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0 0超～50万円 50超～100万円 100超～300万円

300超～500万円 500超～1000万円 1000万円超

ｎ＝2,871

ｎ＝92

8.3% 35.4% 56.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0.3未満 0.3～0.6未満 0.6以上

4.2% 29.4% 66.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施予定 検討中 検討していない

ｎ＝48 

ｎ＝2,415 

Ⅲ－２ 旧耐震賃貸マンションの耐震化（アンケート回答マンション対象） 

１ 耐震診断の状況 

(2) 耐震診断費用 

(4) 耐震診断未実施のマンションにおける耐震診断の検討状況 

(3) 耐震診断を実施した結果（Is 値） 
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1.3%

12.8%

13.3%

23.6%

33.7%

45.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

管理会社等との調整が必要なため

関心がないため

相談できる専門家がいないため

実施方法がわからないため

診断費用がないため

改修工事の費用がないため

6.3% 34.4% 9.4% 25.0% 17.2%

1.6%

3.1%

3.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0超～100万円 100超～300万円 300超～500万円

500超～1000万円 1000超～3000万円 3000超～5000万円

5000超～1億円 1億円超

(5) 耐震診断を検討していないマンションにおける実施しない理由 

ｎ＝1,604 

２ 耐震改修の状況 

(1) 耐震改修の実施状況 

(2) 耐震改修工事費用 

ｎ＝64

3.4% 96.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施済 未実施

ｎ＝2,743 
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13.8%

21.6%

32.2%

54.6%

77.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

専門家がみつからない

建替え後の建物規模が小さくなる

建替えか改修か判断できない

入居者がいるため建替えできない

建替えの費用を準備できない

ｎ＝603 

(1) 建替えの検討状況 

３ 建替えの検討状況 

(3) 建替え検討時の課題 

ｎ＝2,660 

ｎ＝603

(2) 建替えの検討理由 

4.2% 11.7% 47.4% 30.0%

1.5%

5.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建替えを行う予定 過去に検討した 現在検討中

今後検討予定 当面は改修工事 検討の必要性なし

46.6%

60.7%

61.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

地震に対する安全性に不安

賃貸事業としての事業性を考慮

建物が老朽化し修繕に要する費用が高い

専門家が見つからない 


